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   諫早市空家等対策の推進に関する条例  

平成 30 年 7 月 5 日  

条例第 24 号  

 （目的）  

第１条  この条例は 、空家等の適 切な管理の促 進に関し、所 有者等

及び市の責務を明ら かにするとと もに、空家等 対策の推進に 関す

る特別措置法（平成 ２６年法律第 １２７号。以 下「法」とい う。）

に定めるもののほか 、空家等に関 する対策の推 進について必 要な

事項を定めることに より、市民の 安全で安心な 生活環境の形 成を

図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的とする。  

 （定義）  

第２条  この条例に おける用語の 意義は、法に おいて使用す る用語

の例による。  

 （当事者間における解決の原則）  

第３条  空家等に関 し生ずる紛争 は、当該紛争 の当事者間に おいて

解決を図るものとする。  

 （所有者等の責務）  

第４条  空家等の所 有者等は、周 辺の生活環境 に悪影響を及 ぼさな

いよう、自己の責任 において空家 等を適切に管 理しなければ なら

ない。  

 （市の責務）  

第５条  市は、この 条例の目的を 達成するため 、空家等に関 する対

策の実施その他の空 家等の適切な 管理に関する 必要な措置を 講ず

るよう努めるものとする。  

 （市民の協力）   

第６条  市民は、周 辺の生活環境 に悪影響を及 ぼす空家等の 増加の

防止を図るため、市 内の空家等に 関する情報を 市に提供する ほか、

市が実施する空家等 に関する対策 に協力するよ う努めるもの とす
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る。  

 （緊急安全代行措置）  

第７条  市長は、空 家等の適切な 管理が行われ ていないこと に起因

して他人の生命、身 体及び財産に 対する危険が 切迫しており 、か

つ、当該空家等を放 置することが 公益に反する と認める場合 は、

当該危険を回避する ために必要な 最低限度の応 急措置（以下 この

条において「緊急安 全代行措置」と いう。）を講 ずることができ る。  

２  市長は、緊急安 全代行措置を 講ずるときは 、あらかじめ 、所有

者等の同意を得なければならない。  

３  市長は、緊急安 全代行措置を 講じたときは 、当該措置の ため支

弁した費用を所有者等に対し求償するものとする。  

 （関係機関との連携）  

第８条  市長は、こ の条例の目的 を達成するた め必要がある と認め

るときは、警察その 他の関係機関 に必要な情報 を提供し、協 力を

求めることができる。  

 （諫早市空家等対策協議会）  

第９条  この条例及 び法の適正な 運用を図るた め、市長の附 属機関

として、諫早市空家 等対策協議会（以下「協議 会」という。）を置

く。  

 （所掌事務）  

第１０条  協議会は 、市長の諮問 に応じ、次に 掲げる事項に ついて

審議する。  

 (1) 空家等対策計画に関すること。  

 (2) 特定空家等の認定に関すること。  

 (3) 法 第 １ ４ 条 に 規 定 す る特 定 空 家 等に 対 す る 措 置に 関 す る こ

と。  

 (4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項  

 （組織）  
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第１１条  協議会は、委員９人以内で組織する。  

２  委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。  

 (1) 法務、不動産、建築等に関する学識経験者  

 (2) 警察職員  

 (3) 消防職員  

 (4) 市職員  

 (5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者  

３  委員の任期は２ 年とする。た だし、委員に 欠員が生じた 場合に

おける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

４  委員は、再任されることができる。  

 （会長及び副会長）  

第１２条  協議会に会長１人及び副会長１人を置く。  

２  会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。  

３  会長は、協議会を代表し、会務を総理する。  

４  副会長は、会長 を補佐し、会 長に事故があ るとき又は会 長が欠

けたときは、その職務を代理する。  

 （会議）  

第１３条  協議会の 会議（以下「 会議」という 。）は、会長が 招集す

る。  

２  会議は、委員の過 半数が出席し なければ、開くこ とができない 。 

３  会長は、会議の議長となる。  

４  会議の議事は、 出席委員の過 半数をもって 決し、可否同 数のと

きは、議長の決するところによる。  

 （秘密の保持）  

第１４条  委員は、 職務上知り得 た秘密を漏ら してはならな い。そ

の職を退いた後も、また、同様とする。  

 （庶務）  

第１５条  協議会の庶務は、建設部において処理する。  
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 （運営事項の委任）  

第１６条  この条例 に定めるもの のほか、協議 会の運営に関 し必要

な事項は、会長が協議会に諮って定める。  

 （委任）  

第１７条  この条例 に定めるもの のほか、この 条例の施行に 関し必

要な事項は、市長が別に定める。  

   附  則  

 この条例は、平成３０年８月１日から施行する。  


